
 千葉市職員退職手当基金条例、千葉市国民健康保険条例の一部を改正

する条例、千葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準を定める条例及び千葉市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例、千葉市消防団の定

員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例、千葉市消

防関係手数料条例の一部を改正する条例、子どもの医療費の助成に関す

る条例の一部を改正する条例、千葉市保育所設置管理条例の一部を改正

する条例、千葉市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条

例等の一部を改正する条例、千葉市児童生徒性暴力等防止対策検討委員

会設置条例、千葉市公民館設置管理条例の一部を改正する条例、千葉市

立博物館設置条例の一部を改正する条例、千葉市総合交通政策会議設置

条例を廃止する条例、千葉市営住宅条例の一部を改正する条例及び千葉

市建築関係手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和５年３月１０日 

千葉市長 神 谷 俊 一 



千葉市条例第１号 

千葉市職員退職手当基金条例 

（設置） 

第１条 本市は、千葉市職員退職手当支給条例（昭和２４年千葉市条例

第５号）に基づく退職手当の支給に必要な経費の財源に充てるため、

千葉市職員退職手当基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる金額は、予算で定めるところによる。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有

利な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に

代えることができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上し

て、この基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方

法、期間及び利率を定めて基金に属する現金を各会計の歳計現金に繰

り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する退職手当の支給に必要な経費の財源

に充てる場合に限り、予算の定めるところにより、その全部又は一部

を処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 



千葉市条例第２号 

千葉市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 千葉市国民健康保険条例（昭和６１年千葉市条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

第６条第１項中「４０８，０００円」を「４８８，０００円」に改め

る。  

   附 則  

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

２ この条例による改正後の第６条第１項の規定は、令和５年４月１日

以後の出産に係る出産育児一時金について適用し、同日前の出産に係

る出産育児一時金については、なお従前の例による。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第３号 

千葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例及び千葉市指定障害児入所施設等の人員、設備及び

運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 （千葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正） 

第１条 千葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２４年千葉市条例第７４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第５条に次の１項を加える。 

９ 第１項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等

（千葉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年千葉市条例第４７号）第２条に規定する家庭的保育

事業所等（法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育事業を

行う場所を除く。）をいう。以下同じ。）に入所し、又は幼保連携

型認定こども園に入園している児童と指定児童発達支援事業所に通

所している障害児を交流させるときは、障害児の支援に支障がない

場合に限り、障害児の支援に直接従事する従業者については、これ

ら児童への保育に併せて従事させることができる。 

第６条に次の１項を加える。 

９ 前項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に

入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定児

童発達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、障害

児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事する従

業者については、これら児童への保育に併せて従事させることがで

きる。 

第４０条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第４０条の２ 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保を図

るため、指定児童発達支援事業所ごとに、当該指定児童発達支援事

業所の設備の安全点検、従業者、障害児等に対する事業所外での活



動、取組等を含めた指定児童発達支援事業所での生活その他の日常

生活における安全に関する指導、従業者の研修及び訓練その他指定

児童発達支援事業所における安全に関する事項についての計画（以

下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画

に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、従業者に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の

内容等について周知しなければならない。 

４ 指定児童発達支援事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第４０条の３ 指定児童発達支援事業者は、障害児の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の障害児の移動のために自動車を運

行するときは、障害児の乗車及び降車の際に、点呼その他の障害児

の所在を確実に把握することができる方法により、障害児の所在を

確認しなければならない。 

２ 指定児童発達支援事業者は、障害児の送迎を目的とした自動車

（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備え

られた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を

勘案してこれと同程度に障害児の見落としのおそれが少ないと認め

られるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車にブ

ザーその他の車内の障害児の見落としを防止する装置を備え、これ

を用いて前項に定める所在の確認（障害児の降車の際に限る。）を

行わなければならない。 

第４６条を次のように改める。 

 第４６条 削除 

第５５条に次の１項を加える。 

３ 第１項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等



に入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と基準

該当児童発達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、

障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事す

る従業者については、これら児童への保育に併せて従事させること

ができる。 

第５８条中「、第４６条」を削る。 

第６２条に次の１項を加える。 

４ 前項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事業所等に

入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と指定医

療型児童発達支援事業所に通所している障害児を交流させるときは、

障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事す

る従業者については、これら児童への保育に併せて従事させること

ができる。 

第８０条の９及び第８８条中「第３８条の２」の次に「、第４０条

の２、第４０条の３第１項」を加える。 

（千葉市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例の一部改正） 

第２条 千葉市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基

準を定める条例（平成２４年千葉市条例第７５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第３７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第３７条の２ 指定福祉型障害児入所施設は、障害児の安全の確保を

図るため、当該指定福祉型障害児入所施設の設備の安全点検、従業

者、障害児等に対する施設外での活動、取組等を含めた指定福祉型

障害児入所施設での生活その他の日常生活における安全に関する指

導、従業者の研修及び訓練その他指定福祉型障害児入所施設におけ

る安全に関する事項についての計画（以下この条において「安全計

画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を講じな

ければならない。 

２ 指定福祉型障害児入所施設は、従業者に対し、安全計画について



周知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければ

ならない。 

３ 指定福祉型障害児入所施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第３７条の３ 指定福祉型障害児入所施設は、障害児の施設外での活

動、取組等のための移動その他の障害児の移動のために自動車を運

行するときは、障害児の乗車及び降車の際に、点呼その他の障害児

の所在を確実に把握することができる方法により、障害児の所在を

確認しなければならない。 

第４３条を次のように改める。 

第４３条 削除 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第１条中千

葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例第４６条及び第５８条の改正規定並びに第２条中千葉市指定障

害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例第

４３条の改正規定は、公布の日から施行する。 

 （安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規

定による改正後の千葉市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例第４０条の２（第５４条の５、第５８条、

第７０条、第７７条、第７７条の２、第８０条、第８０条の９及び第

８８条において準用する場合を含む。）及び第２条の規定による改正

後の千葉市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準

を定める条例第３７条の２（第５７条において準用する場合を含む。）

の規定の適用については、これらの規定中「講じなければ」とあるの

は「講ずるよう努めなければ」と、「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、「周知しなければ」とあるのは

「周知するよう努めなければ」とする。 



（自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

３ 第１条の規定による改正後の千葉市指定通所支援の事業等の人員、

設備及び運営に関する基準を定める条例第４０条の３第２項（第５４

条の５、第５８条、第７０条、第７７条、第７７条の２及び第８０条

において準用する場合を含む。）の規定の適用については、指定児童

発達支援事業者において障害児の送迎を目的とした自動車を日常的に

運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の

車内の障害児の見落としを防止する装置（以下「ブザー等」という。）

を備えること及びこれを用いることにつき困難な事情があるときは、

令和６年３月３１日までの間、当該自動車にブザー等を備えないこと

ができる。この場合において、障害児の送迎を目的とした自動車を日

常的に運行する指定児童発達支援事業者は、ブザー等の設置に代わる

措置を講じて障害児の所在の確認を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第４号  

千葉市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を

改正する条例  

千葉市消防団の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４０年

千葉市条例第３１号）の一部を次のように改正する。  

第２条の次に次の１条を加える。  

（団員の種類）  

第２条の２ 団員の種類は、次に掲げるとおりとする。  

（１）基本団員 次号に掲げる機能別団員以外の団員をいう。  

（２）機能別団員 市長が定める特定の消防事務に従事する団員をいう。  

 第３条を次のように改める。  

（任用）  

第３条 消防団長（以下「団長」という。）は、消防団の推薦に基づき

市長が任用する。  

２ 団長以外の基本団員は、次に掲げる資格を有する者のうちから、市

長の承認を得て団長が任用する。  

（１）本市消防団の区域内に居住し、当該区域において勤務し、又は当

該区域へ通学する者  

（２）年齢満１８歳以上の者  

（３）志操堅固で、かつ、身体強健な者  

３ 機能別団員は、前項各号に掲げる資格を有し、かつ、市長が別に定

める資格を有する者のうちから、市長の承認を得て団長が任用する。  

 第５条第２項第２号中「第３条第１号」を「第３条第２項第１号」に

改める。  

第６条第１項中「戒告、停職」を「戒告し、停職し、」に改め、同項

第１号中「並びに」を「又は」に、「又は」を「若しくは」に改める。  

第７条中「手続き」を「手続」に改める。  

第１１条中「若しくは」を「又は」に改める。  

第１２条第２項中「次の」の次に「各号の」を、「それぞれ」の次に

「同表の」を加え、同項の表を削り、同項に次の各号を加える。  

（１）基本団員  



階級  額  

団長  ８２，５００円  

副団長  ６９，０００円  

分団長  ５０，５００円  

副分団長  ４５，５００円  

部長  ４０，０００円  

班長  ３７，０００円  

団員  ３６，５００円  

（２）機能別団員 

階級  額  

団員  １２，０００円  

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第５号 

千葉市消防関係手数料条例の一部を改正する条例 

千葉市消防関係手数料条例（平成１２年千葉市条例第４９号）の一部

を次のように改正する。 

別表２６の項中「昭和４２年法律第１４９号」の次に「。以下「液化

石油ガス法」という。」を加え、「同法」を「液化石油ガス法」に改め、

同表２８の項中「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する

法律」を「液化石油ガス法」に、「同法」を「液化石油ガス法」に改め、

同表中備考以外の部分に次のように加える。 

36 液化石

油ガス法

第３条第

１項の規

定に基づ

く液化石

油ガス販

売事業に

係る登録

を受けよ

うとする

者 

 ３１，０００円 

37 液化石

油ガス法

第３条の 

液化石油ガス法第３条の２第３項

の規定に基づく液化石油ガス販売

事業者登録簿の謄本の交付 

１通につき６３０

円 

２第３項

の規定に

基づく液

化石油ガ

ス販売事

業者登録 

液化石油ガス法第３条の２第３項

の規定に基づく液化石油ガス販売

事業者登録簿の閲覧 

１回につき４６０

円 



簿の謄本

の交付又

は閲覧を

請求しよ

うとする

者 

  

38 液化石

油ガス法

第２９条

第１項及

び第３２

条第１項

の規定に

基づく保

安機関の

認定又は

液化石油

ガス法第

３３条第

１項の規

定に基づ

く保安機

関の保安

業務に係

る一般消 

液化石油ガス法第２９条第１項の

規定に基づく保安機関の認定 

３４，０００円と

６，９００円に新

たに行う保安業務

区分の数を乗じて

得た額との合計額 

液化石油ガス法第３２条第１項の

規定に基づく保安機関の認定の更

新 

１４，０００円と

６，９００円に保

安業務区分の数を

乗じて得た額との

合計額 

液化石油ガス法第３３条第１項の

規定に基づく保安機関の保安業務

に係る一般消費者等の数の増加の

認可 

２０，０００円と

６，９００円に保

安業務区分の数を

乗じて得た額との

合計額 

費者等の

数の増加

の認可を

受けよう

とする者 

  



39 液化石

油ガス法

第３５条

の６第１

項の規定

に基づく

保安確保

機器の設

置及び管

理の方法

の認定を

受けよう

とする者 

当該認定を受けようとする者が販

売契約を締結している一般消費者

等の数が１，０００戸未満の場合 

５５，０００円 

当該認定を受けようとする者が販

売契約を締結している一般消費者

等の数が１，０００戸以上１０，

０００戸未満の場合 

８０，０００円 

当該認定を受けようとする者が販

売契約を締結している一般消費者

等の数が１０，０００戸以上の場

合 

９８，０００円 

40 液化石

油ガス法

第３６条

第１項の

規定に基

づく貯蔵

施設又は

特定供給

設備の設

置の許可

を受けよ

うとする  

者 

 ２１，０００円に

貯蔵施設又は特定

供給設備の数を乗

じて得た額 

41 液化石

油ガス法

第３７条

の２第１ 

 １５，０００円に

変更に係る貯蔵施

設又は特定供給設

備の数を乗じて得 



項の規定

に基づく

貯蔵施設

の位置、

構造若し

くは設備

の変更又

は特定供

給設備の

位置、構

造、設備

若しくは

装置の変

更の許可

を受けよ

うとする

者 

 た額 

42 液化石

油ガス法

第３７条

の３第１

項の規定

に基づく

貯蔵施設

又は特定

供給設備

の完成検

査を受け

ようとす

る者 

液化石油ガス法第３６条第１項の

許可に係る貯蔵施設又は特定供給

設備の完成検査 

３１，０００円に

貯蔵施設又は特定

供給設備（高圧ガ

ス保安法第２０条

第１項又は第３項

の規定に基づき完

成検査を受け、又

は自ら行い、同法

第８条第１号の技

術上の基準に適合

していると認めら

れた液化石油ガス

に係る施設（以下 



  こ の 項 に お い て

「完成検査合格施

設」という。）で

あ る も の を 除

く。）の数を乗じ

て 得 た 額 と ５ ，

８００円に完成検

査合格施設である

貯蔵施設又は特定

供給設備の数を乗

じて得た額との合

計額 

液化石油ガス法第３７条の２第１

項の許可に係る貯蔵施設又は特定

供給設備の完成検査 

２４，０００円に

変更に係る貯蔵施

設又は特定供給設

備（完成検査合格

施設であるものを

除く。）の数を乗

じて得た額と５，

８００円に完成検

査合格施設である

変更に係る貯蔵施

設又は特定供給設

備の数を乗じて得

た額との合計額 

43 液化石

油ガス法

第３７条

の４第１

項の規定 

 ２８，０００円に

充てん設備の数を

乗じて得た額 



に基づく

充てん設

備による

液化石油

ガスの充

てんの許

可を受け

ようとす

る者 

  

44 液化石

油ガス法

第３７条

の４第３

項におい

て準用す

る液化石

油ガス法

第３７条

の２第１

項の規定

に基づく

充てん設

備の所在

地 、 構

造、設備

又は装置

の変更の

許可を受

けようと

する者 

 １７，０００円に

変更に係る充てん

設備の数を乗じて

得た額 



45 液化石

油ガス法

第３７条

の４第４

項におい

て準用す

る液化石

油ガス法

第３７条

の３第１

項の規定

に基づく

充てん設

備の完成

検査を受

けようと

する者 

液化石油ガス法第３７条の４第１

項の許可に係る充てん設備の完成

検査 

３６，０００円に

充てん設備の数を

乗じて得た額 

液化石油ガス法第３７条の４第３

項において準用する液化石油ガス

法第３７条の２第１項の許可に係

る充てん設備の完成検査 

２７，０００円に

変更に係る充てん

設備の数を乗じて

得た額 

46 液化石

油ガス法

第３７条

の６第１

項の規定

に基づく

充てん設

備の保安

検査を受

けようと

する者 

 ２７，０００円に

検査に係る充てん

設備の数を乗じて

得た額 

附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 



千葉市条例第６号 

子どもの医療費の助成に関する条例の一部を改正する条例 

子どもの医療費の助成に関する条例（昭和４５年千葉市条例第３６号）

の一部を次のように改正する。 

第４条第２項第２号中「医療機関」の次に「（薬局を除く。次項及び

第５項において同じ。）」を加える。 

第４条第３項中「（薬局を除く。）」を削り、同項を同条第５項とし、

同条第２項の次に次の２項を加える。 

３ 同一の月に同一の医療機関において同一の子どもが６回以上通院し

た場合における６回目以降の通院又は１１日以上入院した場合におけ

る１１日目以降の入院に係る助成については、前項本文の規定にかか

わらず、同項第１号に掲げる額を助成する。 

４ 保護者により生計を維持されている子その他これに類する者として

市長が別に定める者のうち最年長者及び２番目の年長者である者（以

下この項において「年長者」という。）以外の子ども（年長者の数が

減少した場合における当該年長者以外の子どもであって、当該減少し

た日において当該子どもに係る現に効力を有する第６条第１項に規定

する受給券の有効期限が到来するまでの間にあるものを含む。）に係

る助成については、第２項本文の規定にかかわらず、同項第１号に掲

げる額を助成する。 

   附 則 

１ この条例は、令和５年８月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の子どもの医療費の助成に関する条例の規定

は、この条例の施行の日以後の治療に係る医療費の助成について適用

し、同日前の治療に係る医療費の助成については、なお従前の例によ

る。 

 

 

 

 

 



千葉市条例第７号 

   千葉市保育所設置管理条例の一部を改正する条例 

千葉市保育所設置管理条例（昭和３９年千葉市条例第２１号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条の表千葉市小倉台保育所の項及び千葉市小深保育所の項を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第８号 

   千葉市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等

の一部を改正する条例 

（千葉市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部改正） 

第１条 千葉市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２４年千葉市条例第８６号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「除く。」の次に「第１２条及び」を加える。 

第６条の２の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の３ 児童福祉施設（助産施設、児童遊園及び児童家庭支援セ

ンターを除く。以下この条において同じ。）は、児童の安全の確保

を図るため、当該児童福祉施設の設備の安全点検、職員、児童等に

対する施設外での活動、取組等を含めた児童福祉施設での生活その

他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その

他児童福祉施設における安全に関する事項についての計画（以下こ

の条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従

い必要な措置を講じなければならない。 

２ 児童福祉施設は、職員に対し、安全計画について周知するととも

に、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 保育所及び児童発達支援センターは、児童の安全の確保に関して

保護者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく

取組の内容等について周知しなければならない。 

４ 児童福祉施設は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じ

て安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の４ 児童福祉施設は、児童の施設外での活動、取組等のため

の移動その他の児童の移動のために自動車を運行するときは、児童

の乗車及び降車の際に、点呼その他の児童の所在を確実に把握する

ことができる方法により、児童の所在を確認しなければならない。 

２ 保育所及び児童発達支援センターは、児童の送迎を目的とした自



動車（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に

備えられた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態

様を勘案してこれと同程度に児童の見落としのおそれが少ないと認

められるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車に

ブザーその他の車内の児童の見落としを防止する装置を備え、これ

を用いて前項に定める所在の確認（児童の降車の際に限る。）を行

わなければならない。 

 第９条ただし書を削り、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定は、入所者の居室及び各施設に特有の設備並びに入所

者の保護に直接従事する職員については、適用しない。ただし、保

育所の設備及び職員については、その行う保育に支障がない場合は、

この限りでない。 

  第１２条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（業務継続計

画の策定等）」を付し、同条を次のように改める。 

第１２条 児童福祉施設は、感染症や非常災害の発生時において、利

用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の

体制で早期の業務再開を図るための計画（以下この条において「業

務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 児童福祉施設は、職員に対し、業務継続計画について周知すると

ともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければ

ならない。 

３ 児童福祉施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に

応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

  第１２条の２の見出しを削り、同条第１項中「以下」の次に「この

条において」を加える。 

  第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

  第８０条に次の１項を加える。 

10 第９条第２項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事



業所等（千葉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２６年千葉市条例第４７号）第２条に規定する家庭

的保育事業所等（法第６条の３第１１項に規定する居宅訪問型保育

事業を行う場所を除く。）をいう。第８６条第２項において同じ。）

に入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童と福祉

型児童発達支援センターに通所している障害児を交流させるときは、

障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直接従事す

る職員については、これら児童への保育に併せて従事させることが

できる。 

  第８６条に次の１項を加える。 

 ２ 第９条第２項の規定にかかわらず、保育所若しくは家庭的保育事

業所等に入所し、又は幼保連携型認定こども園に入園している児童

と医療型児童発達支援センターに通所している障害児を交流させる

ときは、障害児の支援に支障がない場合に限り、障害児の支援に直

接従事する職員については、これら児童への保育に併せて従事させ

ることができる。 

  附則第３条中「乳児４人以上を入所させる保育所に係る」を削り、

「准看護師」の次に「（以下この条において「看護師等」という。）」

を加え、同条に次のただし書を加える。 

ただし、乳児の数が４人未満である保育所については、子育てに

関する知識と経験を有する看護師等を配置し、かつ、当該看護師等

が保育を行うに当たって当該保育所の保育士による支援を受けるこ

とができる体制を確保しなければならない。 

（千葉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正） 

第２条 千葉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例（平成２６年千葉市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第１項中「次条」の次に「、第７条の３第２項」を加える。 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図る



ため、家庭的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備

の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組

等を含めた家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における

安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等

における安全に関する事項についての計画（以下この条において

「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置

を講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知する

とともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者

との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の

内容等について周知しなければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要

に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、

取組等のための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運

行するときは、利用乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利

用乳幼児の所在を確実に把握することができる方法により、利用乳

幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車

（運転者席及びこれと並列の座席並びにこれらより一つ後方に備え

られた前向きの座席以外の座席を有しないものその他利用の態様を

勘案してこれと同程度に利用乳幼児の見落としのおそれが少ないと

認められるものを除く。）を日常的に運行するときは、当該自動車

にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置を備

え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際

に限る。）を行わなければならない。 

  第１０条中「ときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に

限り」を加え、同条ただし書を削る。 

第１３条を次のように改める。 



第１３条 削除 

  第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

（千葉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正） 

第３条 千葉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例（平成２６年千葉市条例第５１号）の一部を次のように改

正する。 

  第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図

るため、放課後児童健全育成事業所ごとに、当該放課後児童健全育

成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外での

活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の

日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放

課後児童健全育成事業所における安全に関する事項についての計画

（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全

計画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周

知するとともに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければな

らない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護

者との連携が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組

の内容等について周知しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、

必要に応じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活

動、取組等のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運

行するときは、利用者の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者



の所在を確実に把握することができる方法により、利用者の所在を

確認しなければならない。 

 第１２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事

業所ごとに、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する

支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の

業務再開を図るための計画（以下この条において「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画につい

て周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう

努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを

行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとす

る。 

  第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染

症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施する」に改める。 

（千葉市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部改正） 

第４条 千葉市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び

運営に関する基準を定める条例（平成２６年千葉市条例第４６号）の

一部を次のように改正する。 

  第１４条第１項の表第１２条の部を次のように改める。 

第１２条第１項 利用者に対す

る支援の提供 

園児の教育及び保育（満３歳未

満の園児については、その保

育。以下同じ。） 

及び 並びに 

  第１４条第１項の表第２０条第１項の部援助の項中「（満３歳未満

の園児についてはその保育。以下同じ。）」を削り、同表第４９条の



部保育所の長の項中「園長」を「就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律第１４条第１項に規定する園長」

に改め、同条第２項中「同条中」を「同条第１項中」に改め、「社会

福祉施設等」と、」の次に「同条第２項中」を、「便所」と」の次に

「、「保育所の設備及び職員については、」とあるのは、職員につい

ては「他の社会福祉施設の職員に兼ねる場合であって、」と、設備に

ついては「他の社会福祉施設の設備に兼ねる場合であって、」と」を

加える。 

附則第１０条中「前２条」を「前３条」に、「又は」を「、」に、

「認める者を」を「認める者又は看護師等を」に、「並びに」を「、」

に、「認める者の」を「認める者並びに看護師等の」に改め、同条を

附則第１１条とし、附則第９条の次に次の１条を加える。 

 第１０条 第５条第３項の表備考第１号に定める者については、当分

の間、１人に限って、当該幼保連携型認定こども園に勤務する保健

師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」という。）をもって代

えることができる。ただし、満１歳未満の園児の数が４人未満であ

る幼保連携型認定こども園については、子育てに関する知識と経験

を有する看護師等を配置し、かつ、当該看護師等が保育を行うに当

たって第５条第３項の表備考第１号に定める者による支援を受ける

ことができる体制を確保しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該看護師等は補助者として従事する場合

を除き、教育課程に基づく教育に従事してはならない。 

（千葉市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量

型認定こども園の認定の要件を定める条例の一部改正） 

第５条 千葉市幼稚園型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方

裁量型認定こども園の認定の要件を定める条例（平成２８年千葉市条

例第２１号）の一部を次のように改正する。 

  第１４条に次の２項を加える。 

３ 認定こども園は、子どもの通園、園外における学習のための移動

その他の子どもの移動のために自動車を運行するときは、子どもの

乗車及び降車の際に、点呼その他の子どもの所在を確実に把握する



ことができる方法により、子どもの所在を確認しなければならない。 

４ 認定こども園は、通園を目的とした自動車（運転者席及びこれと

並列の座席並びにこれらより一つ後方に備えられた前向きの座席以

外の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度

に子どもの見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）

を運行するときは、当該自動車にブザーその他の車内の子どもの見

落としを防止する装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確

認（子どもの自動車からの降車の際に限る。）を行わなければなら

ない。 

  第２０条第２項中「同条中」を「同条第１項中」に、「同条ただし

書」を「同条第２項」に改める。 

  附則第５項中「附則第８項」を「附則第９項」に改める。 

附則第８項の表に次のように加える。 

附則第８項 第４条第１項の規定によ

り置かなければならない

保育士の資格を有する者 

看護師等 

 附則第８項を附則第９項とし、附則第７項の次に次の１項を加える。 

８ 第４条第１項の規定により置かなければならない保育士の資格を

有する者については、当分の間、１人に限って、当該認定こども園

に勤務する保健師、看護師又は准看護師（以下「看護師等」とい

う。）をもって代えることができる。ただし、満１歳未満の子ども

の数が４人未満である認定こども園については、子育てに関する知

識と経験を有する看護師等を配置し、かつ、当該看護師等が保育を

行うに当たって当該認定こども園の保育士の資格を有する者による

支援を受けることができる体制を確保しなければならない。 

（千葉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部改正） 

第６条 千葉市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準を定める条例（平成２６年千葉市条例第４８号）の一部を次

のように改正する。 

  第２６条を次のように改める。 



 第２６条 削除 

  第５０条中「、第２６条中「特定教育・保育施設（幼保連携型認定

こども園及び保育所に限る。以下この条において同じ。）」及び「特

定教育・保育施設」とあるのは「特定地域型保育事業所」と」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、第２条中千

葉市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例第

１３条の改正規定及び第６条の規定は、公布の日から施行する。 

（安全計画の策定等に係る経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規

定による改正後の千葉市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を

定める条例第６条の３（保育所に係るものを除く。）及び第３条の規

定による改正後の千葉市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関

する基準を定める条例第６条の２の規定の適用については、これらの

規定中「講じなければ」とあるのは「講ずるよう努めなければ」と、

「実施しなければ」とあるのは「実施するよう努めなければ」と、

「周知しなければ」とあるのは「周知するよう努めなければ」とする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認に係る経過措置） 

３ 第１条の規定による改正後の千葉市児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準を定める条例第６条の４第２項の規定の適用については、

保育所及び児童発達支援センターにおいて児童の送迎を目的とした自

動車を日常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定する

ブザーその他の車内の児童の見落としを防止する装置（以下この項に

おいて「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いることに

つき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当該自

動車にブザー等を備えないことができる。この場合において、児童の

送迎を目的とした自動車を日常的に運行する保育所及び児童発達支援

センターは、ブザー等の設置に代わる措置を講じて児童の所在の確認

を行わなければならない。 

４ 第２条の規定による改正後の千葉市家庭的保育事業等の設備及び運



営に関する基準を定める条例第７条の３第２項の規定の適用について

は、家庭的保育事業者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動

車を日常的に運行する場合であって、当該自動車に同項に規定するブ

ザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する装置（以下この

項において「ブザー等」という。）を備えること及びこれを用いるこ

とにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、当

該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において、利

用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事

業者等は、ブザー等の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の

確認を行わなければならない。 

５ 認定こども園において、第５条の規定による改正後の千葉市幼稚園

型認定こども園、保育所型認定こども園及び地方裁量型認定こども園

の認定の要件を定める条例第１４条第４項に規定する自動車を運行す

る場合であって、当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の

子どもの見落としを防止する装置（以下「ブザー等」という。）を備

えることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの

間、当該自動車にブザー等を備えて同条第３項に定める子どもの所在

の確認を行うことを要しない。この場合において、当該認定こども園

は、ブザー等の設置及び使用に代わる措置を講じて子どもの所在の確

認を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第９号 

千葉市児童生徒性暴力等防止対策検討委員会設置条例 

（設置） 

第１条 千葉市教育委員会（以下「教育委員会」という。）は、教育職

員等による児童生徒性暴力等を根絶するため、千葉市児童生徒性暴力

等防止対策検討委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において「教育職員等」とは、本市が設置する学校

（以下「学校」という。）の職員及び本市の職員で学校の職員であっ

た者並びに学校の校長又は教育委員会から許可を得て当該学校の施設

を使用する者をいう。 

２ この条例において「児童生徒性暴力等」とは、教育職員等による児

童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第５７号。以下

「法」という。）第２条第３項に規定する児童生徒性暴力等をいう。 

（所掌事務） 

第３条 委員会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１）教育委員会の諮問に応じ、教育職員等による児童生徒性暴力等の

防止及び早期発見並びに児童生徒性暴力等への対処（以下「児童生

徒性暴力等の防止等」という。）のための必要な措置について調査

及び審議を行い、その結果を教育委員会に答申すること。 

（２）法第１６条に規定する児童生徒性暴力等対策連絡協議会（以下

「協議会」という。）との連携により、児童生徒性暴力等の防止等

に関する施策の推進を図るための提言を教育委員会に行うこと。 

（３）教育職員等による児童生徒性暴力等があった際に必要な調査を行

い、再発防止策についての提言を教育委員会に行うこと。 

（４）前３号に掲げるもののほか、教育委員会が児童生徒性暴力等の防

止等に関し必要と認める事項について調査及び審議を行うこと。 

（組織） 

第４条 委員会は、委員５人以内で組織する。 

２ 委員会に、特別の事項を調査させ、又は審議させるため必要がある

ときは、臨時委員を置くことができる。 



３ 委員及び臨時委員は、学識経験者その他教育委員会が適当と認める

者のうちから、教育委員会が任命する。 

４ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

５ 委員は、再任されることができる。 

６ 臨時委員は、その者の任命に係る当該特別の事項に関する調査又は

審議が終了したときは、解任されるものとする。 

７ 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。

その職を退いた後も、同様とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しな

ければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過

半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（調査） 

第７条 委員会は、第３条各号に規定する所掌事務を遂行するために、 

次に掲げる方法により調査を行うことができる。 

（１）教育長、教育委員会の委員、教育委員会事務局、学校、協議会を

構成する団体等（以下「教育長等」という。）に対し、児童生徒性

暴力等の防止等に関する施策について意見、説明等を求めること。 

（２）教育長等に対し、文書等関係資料の提出、提示、閲覧、複写等を

求めること。 

（３）関係団体に対し、必要な事項の報告及び協力を求めること。 

（４）教育長、教育委員会の委員、学校に在籍し、又は在籍していた児



童又は生徒及びその保護者、教育職員等により児童生徒性暴力等を

受けた者及びその保護者並びに教育職員等（以下これらの者を「調

査対象者」という。）に対し、教育職員等による児童生徒性暴力等

に関する事実関係について意見、説明等を求めること。 

２ 委員会は、前項第４号の調査を行うに当たり、調査対象者の心情に

十分に配慮し、適切な措置を講じなければならない。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が委員会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第１０号 

千葉市公民館設置管理条例の一部を改正する条例 

千葉市公民館設置管理条例（昭和４４年千葉市条例第２３号）の一部

を次のように改正する。 

別表第１千葉市こてはし台公民館の項中「千葉市花見川区横戸町

８６１番地４」を「千葉市花見川区こてはし台５丁目９番７号」に改め

る。 

   附 則 

この条例は、令和５年４月２１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第１１号 

千葉市立博物館設置条例の一部を改正する条例 

千葉市立博物館設置条例（昭和５８年千葉市条例第２８号）の一部を

次のように改正する。 

第１条中「、博物館法（昭和２６年法律第２８５号。以下「法」とい

う。）第１８条の規定に基づき」を削る。 

第３条第１項中「法第２０条第１項」を「博物館法（昭和２６年法律

第２８５号）第２３条第１項」に改め、同条第３項中「法第２１条」を

「博物館法第２４条」に改める。 

   附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第１２号 

千葉市総合交通政策会議設置条例を廃止する条例 

千葉市総合交通政策会議設置条例（平成２２年千葉市条例第５６号）

は、廃止する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第１３号 

千葉市営住宅条例の一部を改正する条例 

千葉市営住宅条例（昭和３６年千葉市条例第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

第６条第１項中「第６号に掲げる条件」の次に「、次項第８号に該当

する者にあっては第１号から第３号まで、第５号及び第６号に掲げる条

件」を加え、同条第２項中「条件」の次に「（第８号に該当する者にあ

っては同項第２号、第３号、第５号及び第６号に掲げる条件）」を加え、

同項第８号中「ア又はイの」を削り、同号に次のように加える。 

ウ 婦人相談所等による配偶者（婚姻の届出をしていないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者及び配偶者暴力防止等法第２８条

の２に規定する関係にある相手を含む。エにおいて同じ。）から

の暴力の被害を受けている旨の証明書が発行されている者 

エ 婦人相談所以外の配偶者暴力対応機関又は行政機関若しくは関

係機関と連携して被害者の支援を行っている民間支援団体に対し、

配偶者からの暴力の被害を受けていることを申し出たことが確認

されている者 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



千葉市条例第１４号 

千葉市建築関係手数料条例の一部を改正する条例 

千葉市建築関係手数料条例（平成１２年千葉市条例第４２号）の一部

を次のように改正する。 

別表１６の項の次に次のように加える。 

16の２ 建築基

準法第５２条

第６項第３号

の規定に基づ

く建築物の容

積率に関する

認定の申請に

対する審査 

建築物の

容積率の

認定申請

手数料 

２７，０００円 

別表１８の項中「第５３条第６項第３号」を「第５３条第５項（第４

号の建築物に限る。）の規定に基づく建築物の建蔽率に関する特例又は

同条第６項第３号」に、「建築物の建蔽率に関する制限の適用除外に係

る許可申請手数料」を「建築物の建蔽率に関する特例又は制限の適用除

外に係る許可申請手数料」に改める。 

別表２１の項中「第５５条第３項各号」を「第５５条第３項又は第４

項各号」に改める。 

別表２３の項の次に次のように加える。 

23の２ 建築基

準法第５８条

第２項の規定 

高度地区

における

建築物の

高さの許

可申請手

数料 

１６０，０００円 

に基づく建築

物の高さの許

可の申請に対

する審査 

 

別表３６の項及び別表３６の３の項中「既存建築物を除く」を「建築

等に係る建築物に限る」に改める。 

別表３７の項手数料を徴収する事務の欄中「一敷地内認定建築物以外



の建築物の建築」を「建築物の新築又は増築等」に改め、同項手数料の

名称の欄中「一敷地内認定建築物以外の建築物の建築認定申請手数料」

を「公告認定対象区域内における建築物の新築又は増築等認定申請手数

料」に改め、同項手数料の額の欄中「一敷地内認定建築物を除く」を

「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改める。 

別表３７の２の項手数料を徴収する事務の欄中「一敷地内認定建築物

以外の」を削り、同項手数料の名称の欄中「一敷地内認定建築物以外の

建築物の特例許可申請手数料」を「公告認定対象区域内における建築物

の特例許可申請手数料」に改め、同項手数料の額の欄中「一敷地内認定

建築物を除く」を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改める。 

別表３７の３の項手数料を徴収する事務の欄中「一敷地内許可建築物

以外の建築物の建築」を「建築物の新築又は増築等」に改め、同項手数

料の名称の欄中「一敷地内許可建築物以外の建築物の建築許可申請手数

料」を「公告許可対象区域内における建築物の新築又は増築等許可申請

手数料」に改め、同項手数料の額の欄中「一敷地内許可建築物を除く」

を「新築又は増築等に係る建築物に限る」に改める。 

別表４６の項中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土等規

制法」に、「第８条第１項」を「第１２条第１項」に改める。 

別表４６の２の項中「宅地造成等規制法第１２条第１項」を「宅地造

成及び特定盛土等規制法第１６条第１項」に改める。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。ただし、別表４６の項

及び４６の２の項の改正規定は、同年５月２６日から施行する。 

 


